
７水管第 291 号  

令和７年５月２日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 江藤 拓 

特定水産資源（まさば及びごまさば太平洋系群、まさば及びごまさば対馬

暖流系群、ずわいがに太平洋北部系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ず

わいがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがに北海道西部系群、ずわいがにオホ

ーツク海南部、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州日本海北部系群、

まだら北海道太平洋並びにまだら北海道日本海）に関する令和７管理年度

における漁獲可能量の設定及びその当初配分等について（諮問第 476号） 

 漁業法（昭和 24年法律第 267号）第 15条第１項の規定に基づき、特定水産資源（ま

さば及びごまさば太平洋系群、まさば及びごまさば対馬暖流系群、ずわいがに太平洋

北部系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがに

北海道西部系群、ずわいがにオホーツク海南部、まだら本州太平洋北部系群、まだら

本州日本海北部系群、まだら北海道太平洋並びにまだら北海道日本海）に関する令和

７管理年度における漁獲可能量等を別紙１のとおり定めたいので、同条第３項の規定

に基づき、貴審議会の意見を求める。 

また、まさば及びごまさば太平洋系群、まさば及びごまさば対馬暖流系群、ずわい

がに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域並びにずわいがにオホーツク海

南部に関する令和７管理年度における漁獲可能量、都道府県別漁獲可能量及び大臣管

理漁獲可能量の変更の取扱いについて、別紙２の取扱いとしたいので漁業法（昭和 24

年法律第 267号）第 15条第６項において準用する同条第３項の規定に基づき、貴審議

会の意見を求める。 
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別紙２ 

令和７管理年度における漁獲可能量、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の

変更について（まさば及びごまさば太平洋系群、まさば及びごまさば対馬暖流系群、ずわ

いがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがにオホーツク海南部） 

１ 背 景 

 令和６管理年度において、まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごま

さば東シナ海系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系Ｂ海域並びにずわい

がにオホーツク海南部の漁獲可能量、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の変更

のうち、以下に掲げるものについては、行政庁の恣意性のない機械的な変更として、事前に水

産政策審議会の意見を聴いた上で同意を得ておき、事後報告で対応できるとされてきた。 

（１）まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群

資源管理基本方針別紙２に定めた方法（いわゆる「75％ルール」）に則り行う、国の留

保からの配分に伴う数量の変更 

（２）まさば及びごまさば太平洋系群

資源管理基本方針別紙２に基づき、「まさば及びごまさば太平洋系群大中型まき網漁業

（漁獲割当てによる管理を行う管理区分）」の漁獲可能期間の終了に伴い確定した大臣管

理漁獲可能量の未利用分の国の留保への繰り入れ及び国の留保からの「まさば及びごまさ

ば太平洋系群大中型まき網漁業（漁獲量の総量の管理を行う管理区分）」への追加配分に

伴う数量の変更 

（３）まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群

変更前の資源管理基本方針別紙２に定めた方法に則り行う、令和５管理年度の漁獲可能

量の未利用分の繰り越しに伴う令和６管理年度の漁獲可能量の変更 

（４）ずわいがに日本海系群Ａ海域、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群

資源管理基本方針別紙２に基づき、配分を受ける者（数量を明示した都道府県及び大臣

管理区分に限る。）の間の合意による数量を用いた国の留保からの配分に伴う数量の変更 

（５）全資源

特定水産資源の漁獲可能量の当初配分及び配分量の融通に関する実施要領（令和２年

12 月１日付水産庁資源管理部長通知、令和４年 12 月 26 日最終改正。）に則り都道府県

間又は大臣管理区分と都道府県との間で行う融通に伴う数量の変更 

２ 令和７管理年度の取扱い 
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（１）上記１（１）、（２）、（４）、（５）に掲げる数量の変更については、引き続き事後報告で

対応できることとする。なお、令和６管理年度における「まさば対馬暖流系群及びごまさば

東シナ海系群」は、令和７管理年度においては、「まさば及びごまさば対馬暖流系群」とす

るものとする。 

（２）まさば及びごまさば対馬暖流系群について、令和６管理年度の暫定的措置として資源

管理基本方針別紙２に定めた方法に則り行う、令和７管理年度の漁獲可能量の変更につい

ては、事後報告で対応できることとする。 

 

 

３ 数量変更に伴う手続 

農林水産大臣は、変更した漁獲可能量、都道県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量を遅

滞なく公表する（漁業法第 15 条第６項において準用する同条第５項）。また、都道府県別漁

獲可能量を変更したときは、これを通知する（漁業法第 15 条第６項において準用する同条第

４項）。 

都道府県知事は、上記通知を受けたときは、漁業法第 16 条第５項の規定で準用する同条第

２項から第４項までの手続に則して知事管理漁獲可能量の変更を行う。 

 

４ 上記２によるもの以外の変更の取扱い 

上記２によるもの以外の漁獲可能量、都道県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の変更

を行おうとするときは、水産政策審議会の意見を聴かなければならない（漁業法第 15 条第

６項において準用する同条第３項）。 
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2024年9月27日公開マダラ ①
 

マダラは北日本に広く分布し、本系群はこのうち本州太平洋北部沿岸に分布する群である。本系群の漁獲量
や資源量等は漁期年(4月～翌年3月）の数値を示す。
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図1
水深40~550mに分 布
し、季節的な浅深移動を
行う。本系群は肯森県以
南・茨城県以北の本州太
平洋沿岸に分布する。

（本州太平洋北部系群）

分布域

図2 漁獲量の推移
漁獲量は変動が大きい。
近年では、2004年漁期
以降多く、2013年漁期
には、31千トンを記録し
た 。 そ の 後 減 少 し 、
2016年漁期には10千ト
ン、2019~2021年漁期
に は 6 千 ～7 千 ト ン で
2023年漁期も4.7千トン
となっている。
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本系群は漁獲清報（年齢別漁獲尾数）と調査船
デ ー タで推定した現存量を用いて資源を評価し
ている。漁獲尾数は1歳魚（青）、2歳魚（橙）
が中心であるが、近年は1歳魚を中心に漁獲尾数
が減少している。トロ ー ル調査から推定した現
存量は、東日本大震災以降増加したが、2013年
漁期以降は減少して低水準となり、2023年漁期
は1.4万トンとなった。

2024年9月27日公開

マダラ （本州太平洋北部系群） ②
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チュ ー ニングVPAによって推定された年齢別資源尾
数は、1歳魚（青）と2歳魚（橙）が中心だが、震災
後の2012~2014年漁期には3歳魚（灰）と4歳魚
（黄）も多かった。2015年漁期以降は全体に資源尾
数が減少しており、特に1歳魚の減少傾向が顕著であ
る。
なお、加入墨は各年の1歳魚の資源尾数である。
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年齢別資源尾数に体重を与えて資源量を求めた。
2004年漁期以降の資源量は多く、2013年漁期には
8.4万トンに達した。その後急激に減少し、2016~
2023年漁期には2.1万～2.6万トンで推移している。
親魚量も資源量同様に2014~2016年漁期に急激に
減少した。その後、2020年漁期まで横ばいで推移
した後に2023年漁期にかけて増加傾向で推移して
いる。
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まさば及びごまさば太平洋系群 

ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

令和７年５月 

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

① 採捕の実態を勘案し、「まさば及びごまさば」として一体的に管理する。

② まさば太平洋系群、ごまさば太平洋系群それぞれについて、令和７年３月に開催

された第５回資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資源評価結

果及び資源管理基本方針別紙２－15 に定める漁獲シナリオに基づいてＡＢＣ（生

物学的許容漁獲量）を算出する。

③ 令和６管理年度までは、算定された各系群のＡＢＣの合計値の全量をＴＡＣとし

て設定してきたところ。

④ 令和７年３月に開催された北太平洋漁業委員会（ＮＰＦＣ）第９回年次会合では、

暫定的な措置として、公海におけるマサバの漁獲量を 7.1 万トンに制限する措置

が新たに合意された。

他方で、 

（ア）ＮＰＦＣ第９回科学委員会からの勧告は、我が国の資源評価に比べて、漁獲

データで１年前、資源量指標で２年前のものを使用して行われた資源評価結果

に基づくものであることに加え、マサバの生物学的データの不確実性が高く、

長期的な将来予測に基づく漁獲勧告を行うことは適切ではないとして、「近年

（2020年～2022年）の漁獲死亡は将来的な親魚量の恒常的な減少につながり、

漁獲死亡を削減する必要がある」という定性的な内容であり、 

（イ）今回の漁獲上限も、同資源評価結果に基づくものであり、定量的な勧告に基

づき設定されたものではない。 

⑤ 以上の点を踏まえ、両資源の主要な産卵場及び分布域を有する我が国としては、

引き続き、

（ア）ＮＰＦＣにおいて、適切な資源評価に基づいて、我が国の資源管理措置と一

貫性のある措置が導入されるよう求めていくこととし、 

（イ）それまでの間は、これまでのＴＡＣ設定の考え方を踏襲し、まさば太平洋系

群及びごまさば太平洋系群の各ＡＢＣの合計値の全量をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 17 年度（2035 年度）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基

準値を上回るよう、漁獲圧力を乗じる。

② それぞれの系群について、当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

（ア）親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する
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漁獲圧力（まさばの場合は、「最大持続生産力を達成する漁獲圧力の代替値と

して用いる漁獲圧力」）の水準に、調整係数（β：0.9）を乗じた漁獲圧力とす

る。 

（イ）親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量

の値に応じて上記（ア）の漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。 

（ウ）親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理

においては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。 

（３）管理年度途中の漁獲可能量の調整

当該管理年度中に公表された最新の資源評価及び漁獲シナリオによって算出され

る当該管理年度の翌管理年度の生物学的許容漁獲量が、当該管理年度の生物学的許

容漁獲量よりも増加することが示された場合、科学的に妥当な条件（※）の下、当該

管理年度の途中に、以下の方法により当該管理年度と当該管理年度の翌管理年度と

の間で漁獲可能量を調整することができる。 

① 当該特定水産資源の親魚量が、令和 17 年（2035 年）に、少なくとも 50 パーセ

ントの確率で目標管理基準値を上回る範囲内で、当該管理年度の漁獲可能量に

一定の数量（以下「追加数量」という。）を追加する。 

② 当該管理年度の翌管理年度の当初に設定される漁獲可能量は、①の規定に従い

算出した数量から、追加数量を減じた数量とする。

③ 漁獲可能量の調整を行った管理年度において、当該管理年度の終了に伴い確定

した漁獲可能量の未利用分については、当該管理年度における追加数量を上限

に国の留保として翌管理年度に繰り越すこととする。

（※）科学的に妥当な条件 

・資源水準の値が目標管理基準値未満の水準にある場合、漁獲可能量の調整に

より、漁獲圧力が、漁獲シナリオに定められた漁獲圧力を超えないことが見

込まれること。

・資源水準の値が、限界管理基準値以上の水準にあること。

・当該管理年度における漁獲可能量の調整時期が、当該特定水産資源の主要な

漁獲時期の前又は最中であること。

（４）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標 

１ まさば太平洋系群 

① 目標管理基準値：482千トン（最大持続生産量を達成する漁獲圧力の代替値

特定水産資源 ＴＡＣ 

まさば及びごまさば太平洋系群 139,000トン 
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として、加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量

に対し、40 パーセントとなるときの漁獲圧力を用いることで達成される資

源水準の値） 

② 限界管理基準値：142 千トン（漁獲がないと仮定した場合の親魚量の 10 パ

ーセント）

③ 禁漁水準値：0トン

２ ごまさば太平洋系群 

① 目標管理基準値：167千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚

量）

② 限界管理基準値：54千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成するた

めに必要な親魚量）

③ 禁漁水準値：7千トン（最大持続生産量の 10パーセントが得られる親魚量）

（参考２）まさば及びごまさば太平洋系群ＴＡＣ・漁獲実績の推移 

単位：万トン 

系群 
R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年） 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

ＴＡＣ 13.9 35.3 51.0 50.9 59.6 50.1 

漁獲実績 － － 10.8 15.8 28.1 36.8 

２ 配分（案） 

(１)ＴＡＣの 35 パーセントを国の留保とする。なお、留保には国際交渉において必

要となる数量を含めるものとする。

(２)過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて配分す

る。

(３)配分量（案）は別紙のとおり。

(４)来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。

（※）令和７年度から９年度においては、漁獲割当てによる管理を行う管理区分

（大中型まき網漁業の一部）も留保からの配分の対象とし、当初の配分におけ

る留保の数量を基に算出した数量の上乗せは行わない。 

（５）なお、近年の海洋環境の変化等を踏まえ、ＴＡＣの配分に係る基準年が更新され

る予定の令和９管理年度に向けて、実際の漁獲状況も踏まえつつ、ＴＡＣの配分

方法について関係者とともに検討を行う。
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

令和７管理年度まさば及びごまさば太平洋系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

まさば及びごまさば太平洋系群 139,000

大臣管理分

大臣管理区分

大中型まき網漁業
（漁獲割当てを行う管理区分）

30,500

大中型まき網漁業
（総量の管理を行う管理区分）

12,800

北海道 8,600

岩手県 5,800

沖合底びき網漁業 5,700

知事管理分

注記

三重県 8,000

宮崎県 4,200

留保（トン） 48,700

青森県、宮城県、福島県、茨城

県、千葉県、東京都、神奈川県、

静岡県、愛知県、大阪府、和歌

山、岡山県、広島県、徳島県、

香川県、愛媛県、高知県及び大

分県については、現行水準とす
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令和６～８管理年度の漁獲可能量（ＴＡＣ）の配分シェアの算出等について

令和５年１１月

資源管理推進室

（令和７年４月追記）

１ 背景等

  漁獲可能量（ＴＡＣ）を都道府県及び大臣管理区分へ配分する際の配分シェア

については、直近３か年の漁獲実績シェアの平均値（以下「基本シェア」という。）

を算出し、これを３か年（管理年度）にわたって用いることを基本としている。

  特定水産資源である、さんま、まあじ、まいわし全資源、すけとうだら全資源、

するめいか、まさば及びごまさば全資源並びにずわいがに全資源のうち、

（ア）するめいか以外の特定水産資源については、令和３～５管理年度のＴＡ

Ｃ設定に当たり、直近３か年（平成２９年～令和元年）のデータを用いて、 
（イ）するめいかについては、令和４～６管理年度のＴＡＣ設定に当たり、直

近３か年（平成３０年～令和２年）のデータを用いて、

基本シェアの算出を行っているところである。

上記のうち（ア）するめいか以外の特定水産資源については、令和６～８管理

年度のＴＡＣの配分にあたって基本シェアを更新する必要があることから、以下

の考え方に基づき、算出することとしたい。

２ 基本シェアの算出

（１）令和２年から令和４年までの過去３カ年の漁獲実績（暦年）を用いる。

（２）漁獲実績については都道府県、大臣管理区分ともにＴＡＣ報告を用いる。

ただし、令和２年の都道府県の漁獲実績については農林水産省漁業・養殖業

生産統計（以下「農林水産統計」という。）の漁獲量とＴＡＣ報告を比較し、

多い方を用いる。また、令和３～令和５管理年度にＴＡＣの配分がなかった

都道府県は、農林水産統計の漁獲量を用いることとする。（末尾の参考参照） 
（３）上記の基本シェアの算定に用いる期間に漁獲可能量を超過した数量につい

ては、漁獲実績に算入しない。

（４）上記の漁獲実績データを用いて、我が国全体の漁獲実績に対する比率（小

数点以下２桁（％））を年毎に算出し、その３か年の単純平均（小数点以下

２桁（％））を配分の際の基本シェアとする。

３ ＴＡＣの配分方法について

（１）上記２（４）で求めた基本シェアを用いて、ＴＡＣを都道府県及び大臣管

理区分へ比例配分することを基本とする。

（２）ただし、数量を明示する管理区分間に漁業実態等を踏まえた別途の合意が

ある場合には、それを尊重し、当該合意による数値を用いて配分数量を算出

する。

（３）また、個々の具体的配分数量については、（１）又は（２）で算定した数

量の１００トン未満を切り上げた数量（すけとうだら全資源にあっては１０
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の位を四捨五入した数量、すわいがに全資源にあっては０．１の位を四捨五

入した数量）を用いる。

（４）ただし、資源管理基本方針（第５の３）に基づき配分数量を明示しない都

道府県については、以下の①又は②に該当する場合に応じて、それぞれに掲

げる方法により行うこととする。

①漁獲実績（過去３年平均値をいう。以下同じ。）が１トン以上の都道府県

「現行水準」による配分とし、この場合においては、基本シェアによる比

例配分で算定された数量を目安数量として示すこととする。この場合で、

当該目安数量が１０トン未満の場合は「１０トン未満」、１０トン以上５

０トン未満の場合は「５０トン未満」、５０トン以上１００トン未満の場

合は「１００トン未満」として示す（ずわいがに全系群を除く）。

②漁獲実績が１トン未満の都道府県

「現行水準」による配分とし、目安数量として「１０トン未満」とする。

ただし、過去の水試等のデータに基づいて、漁獲実績がない（かつ、今後も

漁獲が見込まれない）と都道府県として判断する場合には、配分を行わない

こととする。

４ 令和９管理年度以降の基本シェアの算出における留意点（令和７年４月追記）

まさば及びごまさば太平洋系群については、令和７管理年度以降の各管理年度

において、国の留保からの配分により、一の都道府県の漁獲量の累計が当該都道

府県における令和３～５管理年度までの漁獲実績のうち最大のものを超える場合

又は一の大臣管理区分の漁獲量の累計が当該大臣管理区分における令和３～５管

理年度までの漁獲実績のうち最大のものを超える場合、当該超過分の数量につい

ては、令和９管理年度以降における基本シェアの算出に用いる漁獲実績から除外

する。

また、同系群について、令和７管理年度において、融通を受けたことにより、

一の都道府県の漁獲量の累計が当該都道府県における当初配分量（国の留保から

の配分を受けた場合には、当初配分量に留保からの配分量を加えた数量）を超え

る場合又は一の大臣管理区分の漁獲量の累計が当該大臣管理区分における当初配

分量（国の留保からの配分を受けた場合には、当初配分量に留保からの配分量を

加えた数量）を超える場合、当該超過分の数量については、令和９管理年度以降

における基本シェアの算出に用いる漁獲実績から除外する。

（以 上）
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（参考１） 
基本シェア計算に用いる漁獲実績の一覧 

 
※配分シェアの算出については、改正漁業法の施行前は従前の方法によるものとし、

施行後はＴＡＣ報告を用いることを基本とする。 
 
（参考２）基本シェア計算に用いる漁獲実績の範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 配分があった都道府県 大臣管理区分 配分がなかった都道

府県 

令和２年 
農林水産統計（確報） 

またはＴＡＣ報告のうち、

多い方 
ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和３年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和４年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（概数） 

H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
シェア計算に用
いる漁獲実績

基本シェア

シェア計算に用
いる漁獲実績

基本シェア
するめいか

するめいか
以外
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まさば及びごまさば 

対馬暖流系群ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

令和７年５月 

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

① 採捕の実態を勘案し、「まさば及びごまさば」として一体的に管理する。

② それぞれの系群について、令和７年に開催された資源管理方針に関する検討会で

の取りまとめを踏まえ、資源評価結果及び資源管理基本方針別紙２－16 に定める

漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量）のうち我が国ＥＥＺ分

を算出する。当該合計値から、令和６管理年度途中の漁獲可能量の調整の結果、同

管理年度の漁獲可能量に追加した数量を減じた数量をＴＡＣとする。

③ なお、令和６管理年度終了し、漁獲実績が確定した後に、以下の（２）③のウ、エ

に基づき、令和７管理年度の漁獲可能量を変更する。

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 17 年に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上回るよう、

漁獲圧力を調節する。

② それぞれの系群について、当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水準

に調整係数（β：0.95）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値に

応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理におい

ては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

③ 管理年度途中の漁獲可能量の調整について（令和６管理年度における暫定的な措

置）（※）

ア 令和６年度の資源評価及び漁獲シナリオによって再計算される令和６管理年度

の生物学的許容漁獲量と令和６管理年度の漁獲可能量の差分を上限に、令和６

管理年度の漁獲可能量に一定の数量（以下「追加数量」という。）を追加する。

イ 令和７管理年度の当初に設定される漁獲可能量は、別紙２－16の第４の３の規

定に従い算出した数量から、追加数量を減じた数量とする。

ウ 令和６管理年度の漁獲実績が、令和７年度の資源評価及び漁獲シナリオによっ

て再々計算される令和６管理年度の生物学的許容漁獲量を上回る場合には、同

実績と同生物学的許容漁獲量との差分を追加数量から差し引いた数量を令和７

管理年度の漁獲可能量に追加する。当該差分が追加数量以上となる場合は、当

該上回った数量を令和７管理年度の漁獲可能量から差し引く。
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エ 令和６管理年度の漁獲実績が、令和７年度の資源評価及び漁獲シナリオによっ

て再々計算される令和６管理年度の生物学的許容漁獲量以下となる場合には、 

追加数量を令和７管理年度の漁獲可能量に追加する。

（※）令和７管理年度における漁獲可能量の調整ルールについては、令和６管理年 

度における暫定的な措置をベースに今後検討する。 

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

１ まさば対馬暖流系群 

① 目標管理基準値：330千トン（最大持続生産量を達成する親魚量）

② 限界管理基準値：117千トン（親魚量の過去最小値）

③ 禁漁水準値 13 千トン（最大持続生産量の 10 パーセントが得られる親魚量） 

④ 漁獲シナリオに用いる調整係数（β）：0.95

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は 70パーセントとする。

２ ごまさば対馬暖流系群 

① 目標管理基準値：92千トン（最大持続生産量を達成する親魚量）

② 限界管理基準値：31千トン（親魚量の過去最小値）

③ 禁漁水準値 4千トン（最大持続生産量の 10パーセントが得られる親魚量）

④ 漁獲シナリオに用いる調整係数（β）：0.95

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は 95パーセントとする。

（参考２）まさば及びごまさば対馬暖流系群ＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：万トン 

※ 括弧内は変更前の数字（漁獲可能量の調整）

２ 配分（案） 

（１）28,300トンを国の留保とする（※）。なお、留保には国際交渉において必要とな

特定水産資源 ＴＡＣ 

まさば及びごまさば対馬暖流系群 
208,700トン 

＜225,500トン-16,800トン＞ 

R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年） 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

ＴＡＣ 20.87 
23.67 

（21.39） 

19.13 

（18.53） 

14.30 

（12.90） 
17.82 22.00 

漁獲実績 － － 16.35 14.19 12.76 9.60 
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る数量を含めるものとする。 

（※）漁獲可能量の調整を行う前の数量（225,500トン）の 20パーセントである

45,100トンから、追加数量分の 16,800トンを差し引いたもの。 

(２)過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率等に基づいて配分す

る。ただし、配分を受ける者の間で別途の合意がある場合には、当該合意による

数量を用いて配分する。

(３)配分量（案）は別紙のとおり。

(４)来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

知事管理分

注記

石川県 7,800

鹿児島県 9,700

留保（トン）

島根県

山口県

長崎県

28,300
＜45,100-16,800＞

大臣管理分

大臣管理区分

令和７管理年度まさば及びごまさば対馬暖流系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

まさば及びごまさば対馬暖流系群
208,700

<225,500－16,800>

大中型まき網漁業 95,200

20,500

2,600

36,900

秋田県、山形県、新潟県、富山

県、福井県、京都府、兵庫県、

鳥取県、福岡県、佐賀県及び熊

本県については、現行水準とす

る。
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）ずわいがに太平洋北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源管理基本方針別紙２－17 に定める漁獲シナリオの下、ずわいがに太平洋北部系群を

とることを目的とする操業が行われていない平成 23年（2011年）以降の最大漁獲量を

考慮した数量をＴＡＣとする。 

なお、平成 23 年（2011 年）以降の最大漁獲量は、令和４年（2022 年）の 14 トン。 

（２）資源管理の目標及び漁獲シナリオの概要

本資源は、自然死亡率の今後の動向について予測することが困難であり、目標管理基

準値及び限界管理基準値の提案が困難とされていることから、法第 12条第２項の規定

に基づき、同条第１項と異なる目標を定め、ずわいがに太平洋北部系群をとることを目

的とする操業を避ける。 

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ(案)

（参考１）資源管理の目標

令和元年（2019 年）の資源量（令和２年（2020 年）資源評価において 436 トン）。

ただし、資源評価の精度の向上により、より適切な目標を定めることができる場合に

は、これを見直すこととする。 

（参考２）ずわいがに太平洋北部系群ＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに太平洋北部系群 20トン 

R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

ＴＡＣ 20 20 20 20 20 

漁獲実績 - - 0 14 10 
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２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて配分す
    る。 
（２）配分量は別紙のとおり。
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

19

令和７管理年度ずわいがに太平洋北部系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに太平洋北部系群 20

知事管理分

注記

－ －
宮城県については、現行水準とす

る。
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）ずわいがに日本海系群Ａ海域 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

① ＴＡＣの数量は、最新の資源評価結果及び資源管理基本方針別紙２-18 に定め

る漁獲シナリオにより導かれたＡＢＣの範囲内で定めるものとされている。

② 本特定水産資源のＴＡＣ設定に当たっては、以下の考慮事項があると考えてい

る。

・ 令和７管理年度のＡＢＣ（6,700トン）は、前管理年度のＴＡＣの数量（3,700

トン）を大幅に上回る。

・ 令和７管理年度のＡＢＣの算出に用いられた 2025年の予測資源量は、過去 20

年間の最大値を上回り、漁獲シナリオで用いる漁獲圧力は、現状の漁獲圧力

（F2021-2023）の 1.57倍である。 

・ 最新の資源評価は、2027 年以降、ズワイガニの親魚量が急減することを示し

ている。さらに、2025年の予測資源量が過大であった場合、6,700トンの漁獲は

獲り過ぎとなり、影響は長期間にわたる。 

・ 結果的に将来のＴＡＣの大幅な変動が生じるおそれもある。

③ 上記事項については、本年６月以降のステークホルダー会合における漁獲シナ

リオの見直しの議論において検討することとし、令和７管理年度のＴＡＣの数量

はＡＢＣの範囲内かつ最大持続生産量に相当する 3,700トンとする。

④ なお、この考え方でＴＡＣの数量を設定することについては、流通業者及び観

光業者を含む関係者会議において説明し、参加者から特段の反対は出なかった。

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 12 年（2030 年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

を上回るよう、漁獲圧力を調整する。

② 当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力を乗じる。

ア 親魚量が限界管理基準値を上回っている場合には、最大持続生産量（ＭＳＹ）

を達成する水準に調整係数（β：0.8）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値

に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）
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（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値：3千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：1.5千トン（親魚量の過去最小値）

⑶ 禁漁水準値：0.1千トン（最大持続生産量の 10％が得られる親魚量）

（参考２）ずわいがに日本海系群Ａ海域ＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）ＴＡＣの７パーセントを国の留保とする。なお、留保には、国際交渉において必

要となる数量を含めるものとする。 

（２）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて配分す

る。 

（３）配分量は別紙のとおり。

（４）不足が生じた場合は留保から配分する。

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに日本海系群Ａ海域 3,700トン 

系群（海域） 
R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年） 

R3 年 

(2021 年) 

ＴＡＣ 3,700 3,700 3,400 2,800 3,000 

漁獲実績 － － 2,020 1,892 1,769 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

京都府 30

令和７管理年度ずわいがに日本海系群Ａ海域
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに日本海系群Ａ海域 3,700

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

2,672

留保（トン） 260

知事管理分

注記

富山県 47

石川県 397

福井県 294

島根県については、現行水準とす

る。
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日本海A海域の沖合底びき網漁業のずわいがにの資源管理の概要

公的管理措置

○数量規制
令和６管理期間の漁獲可能量（ＴＡＣ）
3,700トン

○許可隻数（令和７年１月許可数）
109隻

〇操業期間
オスガニ 11月 6日～翌年 3月20日
メスガニ   11月 6日～翌年 1月20日

○操業区域

〇甲幅・採捕制限
オスガニ   甲幅9cm未満の採捕禁止
メスガニ  腹節内側に卵を有しないもの

の採捕禁止

〇漁具制限
沖底の網口開口板の使用禁止

自主的管理措置

日本海西部地域共通
○採捕期間の短縮
オスガニ
・カタガニ 公的管理措置と同じ
・ミズガニ  ２月１日～ 2月末日

（又は 2月１9日～ 3月20日）
メスガニ   11月 6日～12月31日

○採捕制限
・メスガニのうちアカコ・マンジュウガニは採捕禁止
・メスガニ、ミズガニの採捕尾数を航海区分（日帰
り船、1晩泊船、1航海船）ごとに制限

府県単位の取組例
○採捕期間の短縮
メスガニ   11月 6日～12月29日

○採捕制限
メスガニ、ミズガニの航海区分ごとの採捕尾数制

限の強化

○甲幅制限の導入・拡大
オスガニ 甲幅10.5㎝未満の採捕禁止
ミズガニ 甲幅10.5cm未満の採捕禁止
メスガニ 甲幅7.0cm未満の採捕禁止

○保護区の設定
保護区（保護礁内、保護礁周辺等）での操業禁止

○ミズガニの採捕自粛

○休漁日の設定

＜特徴＞
・資源や漁業、地域の実態に即した措置
・必要に応じて柔軟に導入する措置
・漁業者が自主的に行う管理、相互監視を伴う措置

＜特徴＞
・漁業種類・資源に共通する基本的な措置
・比較的長期の継続的な措置
・法的な遵守義務を伴う措置

【語句】
カタガニ：オスガニのうち最終脱皮後、１年以上経過

⇒ 商品価値高い
ミズガニ：オスガニのうち最終脱皮（９月頃）後、１年

未満（殻が柔らかい）
アカコ ：産卵（抱卵）後間もなく（数ヶ月経過）、卵

の色がオレンジ色
⇒ 孵化が近づくと茶黒色に変化（クロコ）

マンジュウガニ：最終脱皮に至ってない未成熟のメスガニ

○公的管理（漁獲可能量、許可隻数等）と自主的管理（休漁、サ
イズ等採捕制限等）の組み合わせによる資源管理（共同管理）

（参考）
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）ずわいがに日本海系群Ｂ海域 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源評価結果及び資源管理基本方針別紙２－19 に定める漁獲シナリオにより導かれた

ＡＢＣ（生物学的漁獲可能量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要等

① 加入量当たり親魚量（成熟した雌の資源量をいう。以下この別紙において同じ。）

が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量に対し、30％となる漁獲圧力を上

回らないよう、漁獲圧力を調整する。 

② 当該管理年度の資源量に加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量

当たり親魚量に対し、30％となる漁獲圧力の水準に調整係数（0.8）を乗じた漁獲

圧力を乗じる。 

③ ②によって得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を越えない値とする。

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

⑴目標管理基準値：加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚

量に対し、30％となる漁獲圧力の水準とすることで達成される資源水準の値。

（ずわいがに日本海系群Ｂ海域は、現時点では、再生産関係を用いて目標管理基準

値や限界管理基準値を示すことはできないため、再生産関係を用いた漁獲シナリオ

導入が可能となるまでの数年間は、上記の指標を代替的に用いる。）

⑵限界管理基準値：可能な限り早期に手法を開発して設定することとする。

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに日本海系群Ｂ海域 910トン 
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（参考２）ずわいがに日本海系群Ｂ海域ＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて配分す
　　る。 
（２）配分量は別紙のとおり。

系群（海域） 
R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年） 

R3 年 

（2021 年） 

ＴＡＣ 910 750 640 500 510 

漁獲実績 － － 251 264 212 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

令和７管理年度ずわいがに日本海系群Ｂ海域
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに日本海系群Ｂ海域 910

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

69

知事管理分

注記

秋田県 27

山形県 128

新潟県 686
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）ずわいがに北海道西部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源管理基本方針別紙２－20 に定める漁獲シナリオの下、平成９年（1997 年）以降の

最大漁獲量を考慮した数量をＴＡＣとする。 

なお、平成９年（1997 年）以降の最大漁獲量は、平成９年（1997 年）の 43 トン。 

（２）資源管理の目標及び漁獲シナリオ

本資源の漁獲は、べにずわいがにの漁獲に付随するものであり、我が国の漁船によ

り得られる資源量指標値が、資源全体の動向を反映した指標値として取り扱うには十

分な精度を有しておらず、目標管理基準値及び限界管理基準値の提案が困難とされて

いることから、法第 12条第２項の規定に基づき、同条第１項と異なる目標を定め、漁

獲努力量が大きく抑制され今後も増大の懸念が少ないこと及び現状の資源状況も良好

な状態にあり大きな変化は見られないことを踏まえ、平成９年（1997 年）以降の資源

水準を維持するよう漁獲を管理する。 

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標 

かにかご漁業（法第 57 条第１項の規定に基づき北海道知事の許可を受けて営むも

のをいう。）による標準化された単位漁獲努力量当たりの漁獲量（かご数当たり漁獲キ

ロ数をいう。）を、昭和 63年（1988年）漁期から令和元年（2019年）漁期の平均であ

る 1.0付近とする。

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに北海道西部系群 43トン 
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（参考２）ずわいがに北海道西部系群のＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて配分す
る。

（２）配分量は別紙のとおり。

R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

ＴＡＣ 43 43 43 43 43 

漁獲実績 - - ５ ６ ７ 
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（別紙）

都道府県名 数量（トン）

北海道 43

令和７管理年度ずわいがに北海道西部系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

知事管理分

注記

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに北海道西部系群 43
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）ずわいがにオホーツク海南部 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源管理基本方針別紙２－21 に定める漁獲シナリオの下、資源状況が良好な場合に対

応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮した数量をＴＡＣとする。 

なお、近年の最大漁獲量は、平成 28年（2015年）の 904トン。 

（２）資源管理の目標及び漁獲シナリオ

  本資源は、主分布域や産卵場が我が国の漁船や調査船により情報が得られる水域に

なく、資源全体の把握が困難なため目標管理基準値及び限界管理基準値の提案が困難

とされていることから、法第 12条第２項の規定に基づき、同条第１項と異なる目標を

定め、我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布す

る資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理する。 

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標 

オホーツク海底魚資源調査（水産機構により、毎年４月から６月までの間に着底トロ

ールを用いて行うものをいう。）による漁獲対象資源（甲幅 90mm以上の雄）の分布密度

推定値が、１平方キロメートル当たり５kg（平成 15年（2003年）から令和元年（2019

年）までの間に最低とされた値）を下回らないようにする。 

（参考２）ずわいがにオホーツク海南部のＴＡＣの推移・漁獲実績 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがにオホーツク海南部 1,000トン 

R7 年 

（案） 

R6 年 

（2024 年） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

ＴＡＣ 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

漁獲実績 - - 10 33 92 
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２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率等に基づいて配分す
　　る。 
（２）配分量は別紙のとおり。
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

北海道 125

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

875

知事管理分

注記

令和７管理年度ずわいがにオホーツク海南部
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがにオホーツク海南部 1,000
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まだら本州太平洋北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和５年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資源

評価結果及び資源管理基本方針別紙２－42 に定める漁獲シナリオにより導かれたＡ

ＢＣ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 16 年（2034 年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

を上回るよう、漁獲圧力を調整する。

② 当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水

準に調整係数（β：0.75）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

③ ②により得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を超えない量とする。

※ なお、ステップ１・２では、漁業法第 33 条に基づく採捕の停止等の命令は行わ

ないこととしている。

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月（ステップ２）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

(1) 目標管理基準値：10.9千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量） 

(2) 限界管理基準値：3.2千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成する親魚量

(3) 禁漁水準値：0.4千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量）

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら本州太平洋北部系群 11,800トン 
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（参考２）まだら本州太平洋北部系群ＴＡＣの推移 

２ 配分（案） 

ステップ２のため、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙の

とおり「試行水準」として設定する。国の留保についても「試行水準」として設定する。 

また、都道府県及び大臣管理区分における管理を行う際の目安として、ＴＡＣの全量に

過去３か年（令和２年から令和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率等の平均値を乗じて算

出した数量を「試行目安数量」として提示する。 

単位：トン 

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

まだら本州太平洋北部系群 11,800 6,060 
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（別紙） 

令和７管理年度まだら本州太平洋北部系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

特定水産資源 ＴＡＣ（トン） 

まだら本州太平洋北部系群 11,800 

大臣管理分 

大臣管理区分 数量（トン） 

沖合底びき網漁業 試行水準 

知事管理分 

都道府県名 数量（トン） 

青森県、岩手県、宮城県、福島

県、茨城県 
試行水準 

試行水準 留保（トン） 
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（参考） 

試行目安数量の試算結果 

令和７管理年度まだら本州太平洋北部系群の試行目安数量（速報値） 

管理区分 
試行目安数量 
（トン）

参考シェア 
（％） 

沖合底びき網漁業 6,022 51.03% 

その他大臣許可漁業 0 0.00% 

青森県 1,005 8.52% 

岩手県 2,732 23.15% 

宮城県 1,902 16.12% 

福島県 102 0.86% 

茨城県 37 0.31% 

留保 0 0.00% 

合計 11,800 100.0% 

※現時点で想定されるＴＡＣの全量（留保＝0パーセント）に過去３か年（令和２年から令

和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率等の平均値を乗じて算出した数量。 
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まだら本州日本海北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和５年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資源

評価結果及び資源管理基本方針別紙２－43 に定める漁獲シナリオから導かれたＡＢ

Ｃ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 15 年（2033 年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

を上回るよう、漁獲圧力を調整する。

② 当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水

準に調整係数（β：0.95）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

③ ②により得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を超えない量とする。

※ なお、ステップ１・２では、漁業法第 33 条に基づく採捕の停止等の命令は行わ

ないこととしている。

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月（ステップ２）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値：5.2千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：2.5千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成する親魚量）

⑶ 禁漁水準値：0.4千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量）

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら本州日本海北部系群 2,600トン 
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（参考２）まだら本州日本海北部系群ＴＡＣの推移 

２ 配分（案） 

ステップ２のため、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙の

とおり「試行水準」として設定する。国の留保についても「試行水準」として設定する。 

また、都道府県及び大臣管理区分における管理を行う際の目安として、ＴＡＣの全量に

過去５か年（平成 30 年から令和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算

出した数量を「試行目安数量」として提示する。 

単位：トン 

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

まだら本州日本海北部系群 2,600 3,260 
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（別紙） 

令和７管理年度まだら本州日本海北部系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

特定水産資源 ＴＡＣ（トン） 

まだら本州日本海北部系群 2,600 

大臣管理分 

大臣管理区分 数量（トン） 

沖合底びき網漁業 試行水準 

知事管理分 

都道府県名 数量（トン） 

青森県、秋田県、山形県、新潟

県、富山県、石川県 
試行水準 

試行水準 留保（トン） 
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（参考） 

試行目安数量の試算結果 

令和７管理年度まだら本州日本海系群の試行目安数量（速報値） 

管理区分 
試行目安数量 
（トン）

参考シェア 
（％） 

沖合底びき網漁業 301 11.56% 

その他大臣許可漁業 0 0.00% 

青森県 526 20.24% 

秋田県 289 11.10% 

山形県 351 13.51% 

新潟県 539 20.73% 

富山県 14 0.54% 

石川県 580 22.32% 

留保 0 0.00% 

合計 2,600 100.00% 

※現時点で想定されるＴＡＣの全量（留保＝0 パーセント）に過去５か年（平成 30 年から

令和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算出した数量。 
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令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まだら北海道太平洋 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和６年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資源

評価結果及び資源管理基本方針別紙２－44 に定める漁獲シナリオから導かれたＡＢ

Ｃ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 直近の資源水準（1.86）と限界管理基準値（1.08）の大小を比較して（※直近の

資源水準の方が高い）、用いる計算式を選択。次に、直近の資源水準（1.86）と目 

管理基準値（1.47）の差に基づき、漁獲量を調整する（漁獲量を調整する値＝1.071）。 

② 生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値（22,476トン）を①の規

定に基づき調整した値（22,476×1.071＝24,100 トン（100 トン単位に切上げ））

とし、漁獲可能量は当該値を超えない量（24,100トン）とする。

③ 漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発

生したとみなされる場合、②において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期

の推定漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限とし

て追加する。

※ なお、ステップ１・２では、漁業法第 33 条に基づく採捕の停止等の命令は行わ

ないこととしている。

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月（ステップ２）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値:過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめた

ときの 80パーセントに相当する資源水準の値とする。

⑵ 限界管理基準値：過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめた

ときの 56パーセントに相当する資源水準の値とする。

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら北海道太平洋 24,100トン 
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（参考２）まだら北海道太平洋ＴＡＣの推移 

２ 配分（案） 

ステップ２のため、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙の

とおり「試行水準」として設定する。国の留保についても「試行水準」として設定する。 

また、都道府県及び大臣管理区分における管理を行う際の目安として、ＴＡＣの全量に

過去３か年（令和２年から令和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算出

した数量を「試行目安数量」として提示する。 

単位：トン 

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

まだら北海道太平洋 24,100 23,900 
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（別紙） 

令和７管理年度まだら北海道太平洋漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

特定水産資源 ＴＡＣ（トン） 

まだら北海道太平洋 24,100 

大臣管理分 

大臣管理区分 数量（トン） 

沖合底びき網漁業 試行水準 

知事管理分 

都道府県名 数量（トン） 

北海道、青森県 

試行水準 

試行水準 留保（トン） 
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（参考） 

試行目安数量の試算結果 

令和７管理年度まだら北海道太平洋の試行目安数量（速報値） 

管理区分 
試行目安数量 
（トン）

参考シェア 
（％） 

沖合底びき網漁業 8,293 34.41% 

その他大臣許可漁業 0 0.00% 

北海道 14,012 58.14% 

青森県 1,795 7.45% 

留保 0 0.00% 

合計 24,100 100.00% 

※現時点で想定されるＴＡＣの全量（留保＝0パーセント）に過去３か年（令和２年から令

和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算出した数量。 

124



令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月）まだら北海道日本海 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年５月

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和６年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資源

評価結果及び資源管理基本方針別紙２－45 に定める漁獲シナリオから導かれたＡＢ

Ｃ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 直近の資源水準（5.216）と限界管理基準値（1.437）の大小を比較して（※直近

の資源水準の方が高い）、用いる計算式を選択。次に、直近の資源水準（5.216）

と目管理基準値（2.672）の差に基づき、漁獲量を調整する（漁獲量を調整する値

＝1.105）。

② 生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値（12,649トン）を①の規

定に基づき調整した値（12,649×1.105＝14,000 トン（100 トン単位に切上げ））

とし、漁獲可能量は当該値を超えない量（14,000トン）とする。

③ 漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発

生したとみなされる場合、②において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期

の推定漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限とし

て追加する。

※ なお、ステップ１・２では、漁業法第 33 条に基づく採捕の停止等の命令は行わ

ないこととしている。

（３）令和７管理年度（令和７年７月～令和８年６月（ステップ２）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値:過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめた

ときの 91パーセントに相当する資源水準の値とする。

⑵ 限界管理基準値：過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめた

ときの 63.7パーセントに相当する資源水準の値とする。

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら北海道日本海 14,000トン 
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（参考２）まだら北海道日本海ＴＡＣの推移 

２ 配分（案） 

ステップ２のため、都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙の

とおり「試行水準」として設定する。国の留保についても「試行水準」として設定する。 

また、都道府県及び大臣管理区分における管理を行う際の目安として、ＴＡＣの全量に

過去３か年（令和２年から令和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算出

した数量を「試行目安数量」として提示する。 

単位：トン 

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

まだら北海道日本海 14,000 13,700 
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（別紙） 

令和７管理年度まだら北海道日本海漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

特定水産資源 ＴＡＣ（トン） 

まだら北海道日本海 14,000 

大臣管理分 

大臣管理区分 数量（トン） 

沖合底びき網漁業 試行水準 

知事管理分 

都道府県名 数量（トン） 

北海道 

試行水準 

試行水準 留保（トン） 
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（参考） 

試行目安数量の試算結果 

令和７管理年度まだら北海道日本海の試行目安数量（速報値） 

管理区分 
試行目安数量 
（トン）

参考シェア 
（％） 

沖合底びき網漁業 6,028 43.06% 

その他大臣許可漁業 0 0.00% 

北海道 7,972 56.94% 

留保 0 0.00% 

合計 14,000 100.00% 

※現時点で想定されるＴＡＣの全量（留保＝0パーセント）に過去３か年（令和２年から令

和４年まで）の毎年の漁獲実績の比率の平均値を乗じて算出した数量。 
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